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はじめに
サウス・ダコダ州のジェイムス・アバラスク（James Abourezk）前上
院議員は、ワシントンのナショナル・エアポートの滑走路で時間近く離
陸できなかったために、飛行機からの降機を求めたが、それを拒絶された
ことを理由に、1985年12月にニューヨーク・エアーに対して訴訟を提起し
た。1987年月、開示手続きの終結時に、当事者双方がサマリ・ジャッジ
メントの申立てを行った。およそ年半後、地方裁判所はつのあまり複
雑でないサマリ・ジャッジメントの申立てに対する判断を下した。訴訟提
起から年以上経過した1989年月31日、地方裁判所はニューヨーク・エ
アーに有利な判決を下したが、そのときすでに同社は破産していた)。
この事件は、前上院議員の個性や特異な法律問題を含んでいたこともあ
って、世間の大きな関心を集めた。しかし、残念ながら、この事件で生じ
た手続上の遅延、および、それに伴う当事者の費用の増大は特異なもので
はない。このような訴訟の特徴は、日常、何千とある公刊されていない民
事事件と共通のものである。ジュディシャル・カンファランスの1989年の
報告書によれば、年以上係属の事件数は、1984年―1989年の年間で
万5646件（全民事事件の6.3％）から万2391件（全民事事件の9.2％）に
増加している)。過度の費用と遅延は、アメリカの民事裁判の典型的な特
徴となっており、1990年の議会の報告書の中では、「つの関連し、かつ、
悪化している社会悪」と表現されている)。
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Ⅰ 民事司法制度における過去10年の傾向
A 1980年―1990年の事件統計
興味深いことに、1985年の27万8778件を最高に、提起された民事事件の
数は着実に減少しているにもかかわらず、連邦裁判所の民事事件表
（dockets）は過去年間ますます厳しくなっている)。1980年以降、民
事事件の提起数は、1980年の17万4370件から1990年の21万1626件へと24％
増加した。過去10年間における連邦裁判所判事の増加を考慮すると、これ
らの数字は、実際には、1980年における判事一人あたりの事件数が338件
であったのに対して、1990年には判事一人あたり326件に減少したことに
なる)。連邦地方裁判所における民事事件の提起数は、1985年以降、毎年
平均％の割合で減少しており、合計で24％減少した)。
しかしながら、これらの数字は誤解を生じさせる。民事事件数の現実の
減少は、連邦裁判所による民事事件の解決に対する需要が減少しているこ
との兆候と解釈すべきではない。年前に州籍相違事件の訴額が万ドル
から万ドルに引き上げられたにもかかわらず、現在の訴え提起数は10年
前の数字をはるかに上回っている
)。多くのアスベスト訴訟は、かつては
民事事件のかなりの割合を占めていたが、その後、単純な民事事件の提起
数は絶えず減少している)。複雑な民事事件の増加は、連邦法に基づく訴
訟原因の創設や拡大に帰因している。連邦裁判所調査委員会によれば、過
去20年間に、連邦裁判所の管轄を拡大したことが明白な法律（たとえば、
Racketeering Influence Corrupt Organizations Act=RICO）と明白でない
法律（たとえば、Ocean Thermal Energy Conversion Act）を合わせて、
議会は195の法律を制定した)。連邦裁判所の管轄を広げて全国的な問題
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を解決し救済を与えるという議会の政策は今後も続く可能性が高いので、
連邦裁判所へのアクセスの需要はますます大きくなるであろう。近年、合
衆国ジュディシャル・カンファランスは、伝統的に州裁判所の領域にあっ
た問題を連邦裁判所の管轄を拡大して連邦裁判所の管轄に服させたことだ
けを理由に、女性に対する暴力やその他の法律に関する議会の提案に反対
している10)。
この年間の民事事件の提起数は減少しているものの、連邦裁判所の事
件表の民事事件の輻輳と遅延は改善されていない。この矛盾した状況の説
明として最も明確で頻繁に引用されているのは、連邦裁判所の民事事件の
事件表はアメリカの麻薬撲滅戦争の犠牲になっているということである。
過去10年間で、刑事事件の提起数は1980年における万8896件から1990年
には万7335件へと59％上昇している。連邦裁判所の麻薬事件数は1980年
から1990年の間に230％急上昇している11)。この結果、連邦裁判所に提起
された民事事件と刑事事件の合計は、1980年の20万3265件から1990年の25
万8961件に増加した12)。
法曹の多くは、民事事件の事件表の輻輳の原因は議会にあると非難して
いる。新しい連邦法上の訴訟原因が不断に立法化されることは別にしても、
多くの裁判官は、1987年の量刑ガイドラインの議会による立法化は刑事事
件の増加を招いたと信じている。というのは、この量刑ガイドライン法は
司法取引の妨げとなっているからである。司法取引によってより軽い量刑
を得る機会が減少したことによって、現在では、より多くの刑事被告人は
陪審裁判に賭けるようになっている13)。ひとたび、被告人がトライアルを
受けることを選択すると、Speedy Trial Act（刑事審理迅速化法）によっ
て、トライアルは、マジストレイトの面前における罪状認否の登録後、70
日以内に開始されなければならない。刑事事件は、民事事件に優先して審
理されるのである。民事事件の弁護士は、その担当する事件が絶えず刑事
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事件のトライアルに優先されることに対して不満を抱いている14)。
議会が司法予算を増やさず、裁判官の欠員を補充しないことも事件表に
民事事件が滞留している原因であると連邦判事や法学者は指摘している。
議会は、犯罪撲滅戦争一般には対応している。とりわけ、連邦、州および
地域の法執行機関の予算を増額することによって、麻薬撲滅運動に対処し
て い る。議 会 は、FBI（連 邦 捜 査 局）、DEA（Drug Enforcement
Administration）、国境警備隊員、および連邦検察官の数を増やすことは
承認したものの、ますます増加する刑事事件を処理するために司法部によ
り大きな予算を確保することはなされていない15)。1980年から1989年の間、
正規の裁判官一人あたりの刑事事件と民事事件の合計は、1980年の393件
から1989年の473件へと増加している。議会は、裁判官一人あたりの事件
負担を減少させるために、1990年に85人の判事職を増員した。これによっ
て、裁判官一人あたりの事件負担は1989年の473件から1990年には399件に
減少した。しかし、この数字は、それでも1980年のレベルをわずかに上回
っている16)。
判事職を新たに増員することと、この職に、実際に、判事を補充するこ
とは別個のことである。議会および行政府が判事職を補充しないことは、
判事の欠員が民事事件の滞留の主要な原因であると指摘する民事司法改革
論者からしばしば批判されている。たとえ議会が85の新しい判事職を増員
するとしても、1990年の月における連邦地方裁判所および連邦控訴裁判
所の欠員は42ある。この欠員になっている判事職のうち30については、大
統領は上院に対して推薦名簿を提出もしていない17)。現在、連邦地方裁判
所および連邦控訴裁判所における判事職の欠員は16％に達しており、判事
職の欠員の合計は100人を超えている18)。
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B すべての者に正義を:ブルッキングス研究所の報告書
民事裁判の費用および遅延の問題に対処する必要が明確になったことに
よって、上院の司法委員会の議長であるジョゼフ R．バイデン上院議員
は、ブルッキングス研究所に対して、全米から法曹を集めて研究チームを
作り、問題点を検討し、過度の民事裁判の費用と遅延を軽減するための改
善策を提言するように求めた。ブルッキングス研究所は、著名な原告側代
理弁護士、被告側弁護士、公民権訴訟弁護士、消費者および環境団体を代
理する弁護士、保険業界の代表、大企業を代理する弁護士、退役裁判官、
および法学者からなる研究チームを発足させた。
ブルッキングス研究所の研究チームは、費用と遅延の問題は、法曹界の
メンバーのみに関係するだけでなく、社会全体に対しても影響のある問題
と位置づけた。企業や保険業界を代理する弁護士は、高騰する訴訟コスト
がアメリカの企業から貴重な時間、費用、専門知識を流出させ、可能な限
り低コストで最良の製品やサービスを提供するというアメリカ企業の本質
的な機能を阻害していると指摘した19)。アメリカの企業は、提起された訴
訟の対応にあたる外部弁護士に対して年間200億ドル以上の費用を使って
いる。大企業が、外部弁護士に払う費用は年間3000万ドルを超えており、
年間億ドルを超える会社も存在した20)。
企業や保険業界とは通常利害が対立するグループ、例えば、公民権、消
費者、環境、その他の公益グループを代理する弁護士も、民事裁判はあま
りにもコストがかかり、時間がかかることに同意している。多くの民事裁
判の当事者は、高い費用と遅延のために民事裁判で効果的に救済を受ける
ことはできないと判断し、その結果、性急に和解に走り、満足のいかない
金額で解決されていると感じている。代理する当事者が大企業であるか平
均的な市民であるかに関わりなく、法曹界は、現在の制度の下における裁
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判の遅延は裁判の拒否を生じさせていると考えている21)。上院の報告書に
記載されているように、法外な訴訟費用は、「民事裁判制度の公正および
その正義を実現する能力に疑問を生じさせている。というのは、これらの
コストは裁判所へのアクセスを不当に妨げており、また、被害を受けた当
事者が適切かつ迅速な司法救済を得ることをいっそう困難にし、事件によ
っては、全く救済が受けられないことも生じているからである」22)。
ブルッキングス調査チームと連携して、ルイス・ハリス等に連邦事実審
判事および連邦裁判所で訴訟をする多様な弁護士に関する包括的な調査が
依頼された。この調査チームは、原告側と被告側を平等に分けて500人の
開業弁護士、100人の公益弁護士、300人の企業弁護士、および147人の連
邦地方裁判所判事にインタビューを行った。この調査の目的は、連邦裁判
所の民事訴訟における費用と遅延について裁判官と弁護士の間にコンセン
サスが存在することを確かめることであった。インタビューは、「連邦民
事裁判制度において、増大する訴訟の費用と遅延が問題となっているかど
うか、そして、もし問題であるならば、その問題の深刻さ、その主な原因、
および可能な解決策に対する認識と姿勢」に集中した23)。
ハリス調査によれば、インタビューを受けた者の過半数は現在の民事訴
訟の費用は「大きな問題」であると考えている。また、過半数の者は、訴
訟の高い費用は普通の市民が民事裁判制度を利用することを妨げており、
また、現在の民事裁判制度は裁判のためにより多くの財源を持つ「力の強
い者」に不当に有利になっていると感じている24)。調査の回答者は、高騰
する訴訟費用の最も重大な原因は開示手続きの濫用にあると考えている。
また、回答者は、主要な争点に限定することなく、開示手続きを多用する
弁護士に対して批判的である。原告側および被告側の弁護士は共に、開示
手続きは、しばしば、当事者主義の下における訴訟戦術の道具として、あ
るいは、相手方当事者の賭け金（和解金額）をつり上げる戦略として利用
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されているとしている。訴訟の当事者は、開示手続きの濫用、その他の費
用の責任の一端は、裁判所が、開示手続きをコントロールすること、もっ
と綿密に事件管理をすること、内容のあるカンファランスを行うこと、よ
り早い時期にトライアル期日を確定することを怠っていることにあるとし
ている25)。また、調査は、手続き改革や開示手続きの争いを減少させ、事
件管理を高めるための具体的方策について大きなコンセンサスがあること
を示している26)。
ハリス調査の回答から得られた手続き改革の提案に基づいて、ブルッキ
ングス調査チームは、訴訟の費用と遅延を減少させることを目標とした民
事裁判制度の包括的なプログラムを実現するための提案を公表した。調査
チームが提案した勧告はつぎの通りである。
勧告：『議会は、すべての連邦地方裁判所に対して、民事裁判改革プラ
ンを作成し、実行することを指示すべきである。』
調査チームは、各連邦地方裁判所の管轄地区内の法曹の代表者で構成さ
れる立案グループの設立を勧告した。この立案グループは、開示手続きを
円滑化し、裁判所の事件管理を向上させ、公正、迅速かつ廉価な民事紛争
の解決を図るための手続きを実現するためのプランを立案する責任を負う。
この立案グループは、それぞれの管轄地区のニーズを満たすための計画を
作成すべきである27)。
勧告：『各地方裁判所の改革プランのなかに事件の追跡調査または事件
に応じた事件管理のシステムを導入すること。』
すべてのプランの必須項目として事件管理のシステムが勧告されている。
このシステムの下では、すでに多くの州裁判所では実施されているが、連
邦裁判所は、単純な事件、複雑な事件、特別な事件のつに事件を分類し、
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それぞれに対して開示手続きやトライアルに割り当てる時間を決める。各
地方裁判所によって、分類の仕方は異なることもあろうが、基本的な考え
方は、単純な事件ないし迅速に処理しなければならない事件のための審理
方式、複雑な事件のための審理方式、そして、このどちらにも当てはまら
ない特別な事件のための審理方式を提供することである。それぞれの審理
方式は相互に関連するつの手続きを実現するものでなければならない。
すなわち、早期の確定したトライアル期日を決め、開示手続きに時間的制
限を課すことである。迅速な審理方式による事件については、より短い開
示手続きの時間割り当ておよび短い期間のトライアル期日を決めることに
なる。複雑な事件については、開示手続きおよびトライアル期日について、
より長い期間を設定することになろう28)。
勧告：『すべての複雑でない事件の審理を開始する時点において、早期
かつ確定したトライアル期日を決める事件管理システムを各地方裁判所に
要求する。』
早期かつ確定したトライアル期日を決めるための手続きは、ハリス調査
の回答者の圧倒的多数によって重要かつ必要な改革と評価されている。早
期かつ確定したトライアル期日の策定は、和解の可能性を劇的に増大させ
ることによって司法財源を節約でき、トライアル期日が変更されることに
よって事件や証人の準備のやり直しにかかる費用を省くことによって当事
者の出費を減らし、さらには、弁護士のスケジュールを予測できることに
よって、弁護士がより有効に時間を使えるようになる。複雑でない事件の
ためのトライアル期日は、訴訟の早期の段階、すなわち、訴状に対する最
初の書面が提出された後の45日以内に開かれる必要的スケジューリング・
カンファランスにおいて決定されることになる。複雑な事件については、
必要的スケジューリング・カンファランスにおいて、開示手続きの終結期
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限および訴訟を終了させる申立てに関する裁判所の決定期限を定める29)。
勧告：『各地方裁判所の事件管理システムにおいては、開示手続きの終
結期限を定めなければならない。』
予定するトライアル期日を確定するだけでなく、裁判所は、開示手続き
の終結期限のためのガイドラインを設定するべきである。単純な事件につ
いては、当事者のニーズによって異なることはあるものの、開示手続きの
期間は50日から200日であろう。複雑な事件については、より長い開示期
間が必要とされるであろう。調査チームは、開示手続きは段階を設定すべ
きと勧告している。最初の段階では、開示手続きは、事件を現実的に評価
するために必要な情報を引き出すことに限定すべきである。事件がこの時
点で終結しないときは、第二段階として、より詳細な開示手続きが始まる。
このようなやり方は、現在、カリフォルニア州の北部地区で行われている
が、第二段階の詳細な開示手続きをするまでもなく、多くの事件は処理さ
れているので、開示手続きのコストは大幅に削減されている30)。
勧告：『各地区のプランにおいて、トライアル期日および開示手続きの
期限を延期するための例外は、きわめて限定的な場合にのみ許される。』
調査チームは、期間の延長を認めることに対して制限的な基準を設定す
ることを勧告している。この厳格な基準の下では、開示手続きの期間およ
びトライアル期日の延長は、相当な理由の証明（a showing of good cause）
に基づいてのみ許されることになる31)。
勧告：『各地方裁判所のプランには、訴訟を終了させる申立てに対する
決定のための手続きを規定すること。』
調査チームは、サマリ・ジャッジメント、その他の訴訟を終了させる申
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立てを決定するための予定を定めることを勧告している32)。
勧告
：『各地方裁判所のプランの中に、単純な事件を除く事件のすべて
について、中立的な評価の手続き、および、必要的スケジューリング・カ
ンファランスまたは事件管理のカンファランスを訴訟の始めに開くことを
規定すること。』
訴訟の始めに、単純な事件は除いて、当事者は、地域の法曹から裁判所
が選任した中立の代表者とカンファランスを開き、ADR（裁判外紛争処
理手続き）によって事件を解決することが適切かつ望ましいか否かについ
て評価し、また訴訟の早い段階で争点を整理し、開示手続きをコントロー
ルするための打ち合わせをしなければならないとすべきである。もし中立
的な評価の手続きによって、事件が何らかの形の裁判外紛争処理に委ねら
れる結果にならなかったときは、裁判所は、訴訟の早い時期に、必要的ス
ケジューリング・カンファランスを開いて事件に関与すべきである。この
ヒアリングにおいて、審理方式の割り当て、開示手続きのスケジュール、
申立ての提出期限、および、トライアル期日を決定し、その他の問題点を
解決しなければならない33)。
勧告：『和解カンファランスにおいては、和解を締結する権限を持つ当
事者が出席するかまたは、電話に出られる状態にすべきこと。』
和解によって事件を解決するときは、和解カンファランスに和解を締結
する権限を持った当事者が出席または電話に応じることを要求することに
よって、和解は促進されるであろう34)。
勧告：『送達期限を現在の120日から60日へ短縮すること。』
送達期限を120日とする現在の期限は不当に長すぎる。60日の期限が適
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切であると考えられる35)。
勧告10：『各地方裁判所のプランに、係属中の未決の申立て事件処理の状
況を定期的に公表すること。』
各地方裁判所に係属する未決の申立てについて四半期ごとに公表するこ
とによって、裁判所の説明責任を向上することができる。未処理の事件を
抱えている裁判官は、公表によって、事件表を絶えず最新にしておくこと
ができるであろう36)。
勧告11：『各地方裁判所のプランに、正規の裁判官が行うのが最善である
仕事をマジストレイトに行わせないようにすること。』
地方裁判所は、裁判の核心的な仕事をマジストレイトにさせないことに
よって、仕事の重複を避けるべきである37)。
勧告12：『各地方裁判所のプランに、事件表の民事事件を減少させ、輻輳
を防ぐための仕組みを導入すること。』
地方裁判所における事件滞留の問題を分析し、そして、未決事件を減少
するためのプログラムを策定すべきである38)。
C 連邦裁判所調査委員会の報告書
バイデン上院議員が民事司法改革を検討するためにブルッキングス研究
所に要請したのと同じ頃に、議会は、「連邦裁判所が現在直面する問題を
検証するために」、また、「連邦裁判所の将来のための長期計画を作成する
ため」に連邦裁判所調査委員会を立ち上げた39)。この委員会は議員、裁判
官および弁護士で構成されていた。この委員会は、連邦裁判所の包括的な
検証、とりわけ、民事司法改革の問題を検証することを任務としていた。
12 法学論集 72 〔山梨学院大学〕
― 503 ―
委員会の目的は、急速に事件が増加し、また、すでに多くの未処理事件
を抱えている連邦民事裁判制度を崩壊の危機から救い出し、また、民事裁
判制度を最も必要とする人々にアクセスを保障するという問題に対処し、
改善策を提供することであった40)。公聴会や多くの人々からのコメントを
含め、15か月の調査の後、委員会は、治安判事裁判所から最高裁判所にい
たるまでの連邦裁判所の改善のための多くの勧告を記載した報告書を公表
した41)。
委員会の報告書によれば、民事事件の爆発的増加はこの10年間で生じた
ことである。委員会の任務は、連邦裁判所制度全体についての包括的な検
証を行うことであるので、民事事件の輻輳に対処するための勧告は、当然
のことながら、手続きの改善というよりも、組織的・構造的な問題に焦点
が当てられている。民事司法改革に関する委員会の勧告は次の通りである。
 委員会は、特定の具体的なプログラムを列挙することはなく、ブルッ
キングス調査チームの報告書に記載された裁判官による事件管理の考え
方に賛同し、いくつかの連邦地方裁判所での成功例を引用している。各
地方裁判所にはそれぞれ独自のやり方があるので、委員会は、すべての
連邦裁判所に統一的な事件管理のシステムを押し付けることには慎重で
あった。このような姿勢はブルッキングス報告書でも指摘されていた。
すなわち、意味のある裁判制度の改革は、議会によって一方的に押し付
けられるものではなく、裁判所の内部から始められなければならない42)。
 連邦裁判所の事件表における事件の輻輳は麻薬事件の増加によるもの
であると認識して、委員会は、連邦検察官に対して、州裁判所で審理で
きる麻薬事件については、連邦裁判所ではなく、州裁判所に提起すべき
ことを勧告した。議会は、州に対する麻薬事件の訴追のための予算を追
加し、州の麻薬事件の訴追を援助すべきである43)。
 議会は、また、裁判官の欠員が事件表の輻輳の原因であるとして、新
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しい裁判官の任命および司法予算の拡充を勧告した44)。
 議会には、民事事件の処理の方法として、連邦裁判所が裁判外紛争解
決方法を活用できるための法律上の権限を広く認めることが求められて
いる。議会は、連邦裁判所が調停、仲裁その他の裁判外紛争処理のプロ
グラムを活用することを認めるべきである。この勧告は、中立的な評価
の手続きおよび裁判外紛争解決処理に関する連邦裁判所の権限の拡充を
勧告するブルッキングス報告書の勧告
と重なる45)。
 委員会は、議会が法律によって新しい連邦法上の訴訟原因を作るべき
か、また、そのような法律の効果を評価するための部局を司法部に設置
すべきか否かの検討を始めた。この新たに設置される部局は、法案に対
するコメントを提出するだけでなく、立法の結果によって必要とされる
追加的司法予算を予測し、また、不必要な立法がなされることがないよ
うに法案の策定過程の不備を検証する46)。
 委員会は、量刑のガイドラインは刑罰を歪め、連邦裁判所の刑事裁判
を阻害する原因になるとして、量刑ガイドラインの廃止の検討を始め
た47)。

 議会と最高裁判所は、各巡回区によって連邦法の解釈が矛盾すること
を減少させるために、特別の中立的な巡回裁判所に巡回裁判所間の矛盾
する判決を審査させ、すべての裁判所を拘束するような矛盾を解消する
判断を提出するようにさせるべきである48)。
 議会は、州籍相違事件の連邦管轄権を制限すべきである。議会は、こ
の方向に一歩踏み出し、州籍相違事件の訴額は万ドルから万ドルへ
引き上げられた（ちなみに、現在は
万5000ドル）。議会は、また、現
在の州の労働者災害補償法は連邦法よりも手厚い保護を提供しているこ
とを理由に、州をまたがる輸送に従事する一定の労働者に対して救済を
与えている連邦法の廃止を勧告している49)。
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 委員会は、さらに、連邦事実審裁判所の一般管轄から税金の事件や疾
病者の事件などの特別の訴訟原因を取り除き、このような事件について
特別な管轄権をもつ裁判所に移すことを勧告している。このような提案
によって、連邦裁判所の事件負担は軽減され、特別な分野における法の
統一が形成され、結果として、法の矛盾は解消されるであろう50)。
Ⅱ 1990年の民事司法改革法
ブルッキングス研究所の報告書、ハリス委員会の報告書および連邦裁判
所調査委員会の報告書と並んで、アメリカ法曹協会（ABA）の報告書、
合衆国裁判所運営事務局の報告書、その他の法律諸団体の報告書が出され、
議会は、法案作成のための事実資料や理論の提供を受けた。1990年月、
上院司法委員会の議長であったジョゼフ・バイデン上院議員は、幹部議員
の同意を得て、民事司法改革法、すなわち、上院法案 S．2027を提出し
た。
S．2027は、ブルッキングス報告書の勧告の多くを採用した。法案では、
各地方裁判所は、各地方の法曹によって構成されたパネルの勧告に基づい
て、年以内に事件管理のシステムを策定し実行に移すことが求められて
いる。自らの独自の計画を立案できなかった地方はジュディシャル・カン
ファランスが課すモデル・プランに従うことになる。各地方裁判所の計画
には、少なくともつの審理方式を用意しなければならない。どの審理方
式に割り当てるかについては、当事者の意見を聞いて、裁判所のクラーク
が決定する。どの審理方式にするかについて意見が対立するときは、裁判
官が30日以内にこの問題に決着をつけなければならない。
それぞれの審理方式について、事件管理のプランには開示手続き終結の
一応の期限を定め、また、裁判官には早期の確定したトライアル期日を設
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定することが求められている。訴状に対する最初の回答書面が提出された
後45日以内に、裁判官が介在する早期のカンファランスが開催されなけれ
ばならない。このカンファランスにおいて、裁判官は、確定した開示手続
きのスケジュール、トライアル前の申立てを提出する期日、およびトライ
アル期日を決定する。各地方裁判所の計画は、調停、仲裁、サマリ・トラ
イアルおよび中立的評価等の裁判外紛争処理の機会を当事者に提供するも
のでなければならない。各地方裁判所は、未処理事件の一覧表を作成し、
また、四半期ごとに、30日以上係属している申立ての数、出されたオピニ
オンの数、および、裁判官によって審理された事件や陪審によって審理さ
れた事件の数など、各裁判官の事件負担に関する報告書を発行しなければ
ならない51)。
民事裁判の費用や遅延を軽減するためのバイデン上院議員の提案は、原
則論としては、一般に支持を受けたものの、その方策については、直ちに
弁護士界や裁判官から批判を受けた。とりわけ、強制的な事件管理のシス
テムを、それぞれの地方に適合するか否かに注意を払うことなく、広範囲
に厳しく押し付けることには反対が集中した。ジュディシャル・カンファ
ランス、アメリカ法曹協会、連邦弁護士協会（Federal Bar Association）
その他の団体は、S．2027は柔軟性なく裁判所を縛りつけるとして、反対
を表明した52)。
その後、法曹の代表と司法委員会のスタッフ・メンバーとの間で交渉と
妥結がなされ、1990年の月には改正法案が提出された。
この改正された民事司法改革法は、より包括的な法案の第章（Title
Ⅰ）として採用され、1990年の司法改革法（Judicial Improvements Act）、
S．2648の中に盛り込まれた。司法改革法の章と章には、新しく85の
連邦判事職の増員と連邦裁判所調査委員会による勧告の実現策が規定され
た。民事司法改革法は、司法経済に対して手続き上および組織上の阻害要
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因を改革することによって、連邦民事訴訟の費用や遅延の削減を実現する
ことを目指している。これを実現するプロセスとして、それぞれの地方裁
判所は地域の法曹から選出された者で構成される諮問グループを組織し、
そして、もし必要ならば、それぞれの裁判所に費用や遅延を削減するため
のプランを立案する裁判所のスタッフを選任すべきである。改正された民
事司法改革法から削除されたものとしては、地方裁判所の費用や遅延を削
減するプランの内容に関する強制的な規定がある。94の地方裁判所のそれ
ぞれは計画を実現しなければならないが、ブルッキングス報告書で採用さ
れた特定の事件管理の方式に従わなければならないのは10の試験的な地方
裁判所だけである53)。
10の試験的な地区では、効果的な事件管理の施策を研究する年間のプ
ログラムを実施する54)。これらの地区のうち、つの地区は人口の多い都
市部であり、裁判所は、1991年12月31日までに、事件管理の包括的な施策
を実施しなければならない。これらの計画は年間は継続して行われ、そ
の後は、費用と遅延を削減するのに効果のなかった施策は計画から外され
る。年間の期間後に、試験的なプランを行った地区と残りの地区のプラ
ンとの間の効率性を比較する調査が行われ、ジュディシャル・カンファラ
ンスはその結果を使用して全地域に適用される新しい事件管理のルールを
作ることになっている55)。
議会は、ガイドラインと勧告を提供したものの、84の試験的プログラム
を行わなかった地区については費用と遅延の削減プランについて特定の内
容を示すことはなかった。それぞれの裁判所は、諮問グループの報告を検
討した上で、その地域のニーズと状況に合わせた独自のプランを立てるこ
とが許されている。裁判所、弁護士および訴訟当事者が地域のプランを作
るために果たす積極的な役割の故に、プランには、民事訴訟の費用と遅延
を削減するために、法曹全体の取り組みが反映されることが期待されてい
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る56)。地域のプランを策定するに当たっては、議会は、それぞれの地方裁
判所に対してつの訴訟管理の方式や費用と遅延の削減について考慮を払
うことを要求しなかった。これらつの方式はブルッキングス研究所が提
出した勧告の中で中心を占めていたものである57)。
 差別化された事件管理
それぞれのプランには、事件の複雑さ、トライアルまでにかかる合理的
な準備の期間、および、事件の準備や処理に必要とされるその他のリソー
スに基づいた個性的で具体的な事件管理ができるような、組織的な差別化
された事件管理の方式が取り入れられるべきである。ハリス調査の結果は、
積極的な事件管理者としての連邦判事の役割の増大に対して圧倒的な支持
があることを示している。回答した法曹の90％近くがこのような考え方を
支持している58)。差別化された事件管理の下では、複雑な事件である場合
または係属中の刑事事件が優先される場合を除いて、訴状の提出から18か
月以内に終結されなければならない59)。S．2648に関する上院の報告書は
次の通りである。
『差別化された事件管理のシステムは、次のつの核となる要素の組み
合わせで成り立っている。第は、「事件志向」であり、それぞれの訴訟
における事件が訴訟の進め方を決定する重要な基準としてみなされる。第
は、いっそうの予測可能性を高めるために、事件とその審理の方式の決
定の間隔を調整できるようにすることである。第は、事件は大雑把な枠
組みによって分類されるものの、それぞれの事件は独自の存在であること
を認識しなければならない。したがって、手続きは各事件の特徴に合わせ
たものでなければならない60)。』
事件管理の技法は、訴訟の開始後まもなく開催される事件管理カンファ
ランスを通して決定されなければならない。カンファランスの前に、弁護
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士は、打ち合わせをした上で、特定の事件のニーズに合った事件管理のプ
ランを準備し、提出することができる。このプランには、訴訟で審理され
る事件、および、事件管理の諸側面を検討するために必要と予定される時
間を記載する。この事件管理プラン、および、このプランに対する異議は、
カンファランスにおいて裁判所が検討し、事件管理命令に盛り込まれる61)。
 裁判官による早期の関与
事件の進行状況を把握するために、裁判官がプリトライアル手続きの早
期の段階で、かつ、継続して事件に関与することが求められている。同時
に、訴訟当事者とカンファランスを開き、早期に確定的なトライアル期日
を設定することも求められている。多くの裁判官は、経験によって、事件
の早期の関与の必要性を認識している。これを行わないと、事件は漂流し、
弁護士の都合で解決されることになる。裁判所による早期の関与は事件管
理カンファランスのときに始まる可能性が最も高い。カンファランスには、
つの段階がある。カンファランスの第一段階では、訴訟当事者と弁護士
が会うだけである。弁護士は、事件管理プランの準備の中で示したカンフ
ァランスの協議事項の各項目について書面で検討し、また、合意された事
項および合意されなかった事項を書面に記載する。
カンファランスの第二段階は事件管理プランを完成させる目的で裁判官
が主催する。完成されたプランには、①争点の整理と明確化、②無駄な争
点を除外するための事実上および法律上の合意、③訂正された訴答書面、
申立て、ヒアリング、開示手続きの予定された期限、および、開示手続き
管理のスケジュール、④早期で確定したトライアルの期日、⑤和解交渉を
始める可能性があるか否か、事件をマジストレイトに付託すべきか否か、
事件を裁判外紛争処理に委ねるべきか否かの検討、⑥開示手続き継続の制
限、⑦その他適切と思われる事項62)。
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 早期の確定したトライアル期日
早期の確定したトライアル期日は、トライアルの準備の重複を防ぐこと
によって、費用を削減することができ、また、より積極的な審理計画によ
って遅延を削減することができる。アメリカの民事訴訟は当事者主義的構
造であり、当事者の一方あるいは双方が訴訟の迅速な進行に積極的でない
ことはよくあることである。たとえば、被告はおそらく決して事件がトラ
イアルまで行くことを望まないであろうし、また、原告の弁護士のスケジ
ュールに合わせたような訴訟の遅延または延期に被告が同意することはな
いであろう。ある実務家が言っているように、『もしトライアルの期日が
設定されていなければ、当事者が和解を進める状況も全く生じないであろ
う。』63)
 開示手続きのコントロール
行き過ぎた開示手続きの費用が、民事裁判の高い費用の最大の要因とな
っていると考えられている。民事訴訟は、それぞれの当事者が相手方を打
ち負かすまで開示手続きを続けるという消耗戦になっている64)。事件管理
プランでは、自発的な情報の交換、開示手続きのスケジュール管理、段階
的な開示手続き、ディスカヴァリの前のディスクロージャー、開示手続き
における法令順守の強化等によって、効率的な開示手続きを推進すべきで
ある。
ディスカヴァリの前に行うディスクロージャーでは、当事者に対して相
手方に以下のものを提出することを要求する。①請求または防御について
の開示可能な実質的情報を持っていると考えられるすべての者の身元、②
請求または防御と実質的に関連のあると合理的に考えられるすべての文書
の、所在場所も含めた、情報、③請求されている損害額の算定、④判決を
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カヴァーするような保険契約の内容、⑤トライアルに召喚される可能性の
ある専門家の報告書の写し。
弁護士は、事件管理プランの一部として、開示手続きの計画を提出し、
開示を強制する申立てをする前に、開示手続きに関する紛争を当事者同士
で解決することを試みる65)。
段階的なディスカヴァリは、開示手続きを少なくとも二つの段階に分け
る。開示手続きの第一段階は、事件の現実的な評価に必要な情報を引き出
すことに限定されている。事件がこの段階で終了しないときは、開示手続
きの第二段階に進む。この段階では、事件をトライアルに付す準備をする
ために十分な開示が認められる。最初の開示手続きを限定することによっ
て、弁護士と依頼人は、費用のかさむ第二段階に進む前に、事件の内容に
ついて、より正しく評価でき、また、和解によって目に見える時間や費用
を削減することができる66)。
 申立て実務のコントロール
申立ての提出や申立てに対する決定についての期限を設定することは、
とりわけ、訴訟を終了させる申立てについては、事件管理の重要な機能で
ある。意味のある和解交渉は、訴訟を終了させる申立てに対する決定がな
されていなければ、開始できない。訴訟を終了させる申立ての決定に期限
を設けることは開示手続きが機能することに役立つ。というのは、現在の
制度における無駄の原因は、申立てによって訴訟が解決すると、争点につ
いて開示手続きを行った費用が無用になってしまうことである67)。事件管
理プランには、申立ての提出のスケジュールを盛り込むことになろう。提
出される各申立てには、当事者は協議を行い、誠実に解決しようとしたこ
とを証明する弁護士の書面を添付しなければならない68)。
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 裁判外紛争処理
たとえば、サマリ・トライアル、調停、ミニ・トライアル、早期の中立
評価等の適切な裁判が紛争処理に付する権限を検討すべきである。民事司
法改革法は、94のすべての地方裁判所の諮問グループの報告書の完成期限
を1991年12月31日としている。つの試験的な地方裁判所はすでに諮問グ
ループの報告書を公表している。
Ⅲ 結語
立法による民事司法改革を試みるに当って、議員はそれぞれの選挙区で
聞かれる心情を反映したに過ぎない。すなわち、①アメリカ合衆国の民事
裁判は長すぎるとか、②民事裁判には金がかかりすぎる、である。バイデ
ン上院議員は、民事司法改革法案の提出に当って次のように述べている。
『この法律が提示する期間内に、いずれかの事態が生じるであろう。一つ
は、議会がこの法律に盛り込んだ訴訟管理と費用・遅延のためのつの審
理の方式が全国の地方裁判所の一部となるか、あるいは、二つとして、よ
り優れていると評価された何か別のプログラムに置き換えられることであ
る。いずれにせよ、事態は改善されるであろう。』70)。
このようなシステムは、自由な社会に適う最善の制度であるというのが、
裁判官、弁護士、議員、そして、市民全体の一般的な心情である。民事司
法改革法を制定することによって、長い目で見れば、裁判所、弁護士、そ
して、訴訟当事者が費用と遅延の二重の問題に立ち向かうための一連の施
策を始動させたと言えるであろう。結論として、この改革は、アメリカの
市民が個人や財産上の権利を享受する自由に資するものとなるであろう。
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訳者あとがき
アイオワ州南部地区連邦地方裁判所のハロルド・ヴィエーター所長判事（当時）を
通して、バッティー判事に本稿の執筆を依頼したのは、1990年の民事司法改革法が成
立して間もないころのことであった。その頃は、わが国でも民事訴訟法の全面改正の
作業が開始されたばかりであり、アメリカの民事裁判改革の動きを紹介することはき
わめて有益であると思われた。バッティー判事からはまもなく原稿を頂き、直ちに翻
訳をしていれば、後掲の参考文献より早く、最初にアメリカの民事司法改革法の動き
を伝える文献になったはずである。いくつかの理由によって翻訳の時機を逸してしま
ったことは、バッティー判事に大変申し訳なく思っている。現在では、後掲の文献等
があり、民事司法改革法のその後の成果等については、それらの文献を参照していた
だければ幸いである。しかしながら、連邦判事の視点から、民事司法改革法の成立ま
での背景や経緯を日本人読者のために分かりやすく書かれた本稿の内容は現在でも有
益であるので、訳出するに至った次第である。
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